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千葉県の財政状況と県債について

１．千葉県のあらまし

（１）人口、世帯数

1

東京湾アクアライン

東関東自動車道

つくばエクスプレス

北千葉道路

京葉道路

かずさAP

幕張メッセ

圏央道

東関東自動車道

成田新高速鉄道 空港

常磐自動車道

圏央道

九十九里浜(九十九里町ほか）

幕張新都心(千葉市）

九十九谷(君津市）

印旛沼(佐倉市・印旛村）

犬吠埼(銚子市）

かずさDNA研究所(木更津市）

歴史的町並み(香取市）

○人　口 ６０５万６千人 全国６位

○平均年齢 ４２．４歳 若い方から全国６位

○世帯数 ２３３万世帯

屏風ヶ浦(銚子市・旭市）

大山千枚田(鴨川市）

月の沙漠(御宿町)

鋸山(鋸南町)

アクアライン

野島崎灯台（南房総市）

東葛テクノプラザ
（柏市）



千葉県の財政状況と県債について
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（２）千葉県の産業

　温暖な気候と豊かな土地資源に恵まれた

千葉県は、県土の約４分の１を占める１３

万４千ヘクタールが農地で、米・野菜・畜

産などのバランスの取れた農業が展開され

ており、農業産出額は全国第３位です。

　平成１８年における千葉県の製造品出荷額は、１２兆９，５１５億円と

全国で第７位です。構成比は、石油・石炭２１．５％、化学２０．７％、

鉄鋼１３．１％と、この３業種で５５．３％を占めています。

　千葉県の商業は、６００万県民の豊かな暮らしを支えるとともに地域経
済の担い手として大きな役割を果たしています。平成１９年６月１日現在
の本県の商店数は４８，４６８店、従業員数は４１２，８３４人、年間商
品販売額は、１２兆２，４６２億円となっています。

　千葉県では、観光を産業の主要な柱として位置づけ、平成１９年には、

大型観光キャンペーン「ちばデスティネーションキャンペーン」を実施

し、また、平成２０年３月には「千葉県観光立県の推進に関する条例」を

制定するなど観光立県の実現に向けて様々な取組を展開しています。平成

１８年に千葉県を訪れた観光客は１億２，７９７万人、旅行総消費額は

４，４５２億円となっています。

　千葉県は、周囲に内湾性と外洋性の

海域を有し、変化に富んだ豊かな漁場

に恵まれ、さまざまな魚介類が水揚げ

されています。

　平成１９年の県内の漁業生産量は

１６万９千トンで全国７位と全国有数

の水産県です。

農　業

水産業

工　業

商　業

観　光



（３）全国から見た千葉県
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（万人） （歳） （平方キロメートル）
１位 東 京 都 1,258 １位 沖 縄 県 39.1 １位 北 海 道 834,456
２位 大 阪 府 882 ２位 愛 知 県 41.5 ２位 岩 手 県 15,279
３位 神奈川県 879 ３位 滋 賀 県 41.6 ・
・ ・ ・
・ ・ 28位 千 葉 県 5,157
６位 千 葉 県 606 ６位 千 葉 県 42.4 ・

39位 埼 玉 県 3,797
43位 神奈川県 2,416
45位 東 京 都 2,187

（万円） （億円） （億円）
１位 東 京 都 477 １位 愛 知 県 436,661 １位 東 京 都 1,813,528
２位 愛 知 県 352 ２位 神奈川県 200,935 ２位 大 阪 府 603,027
３位 静 岡 県 334 ３位 静 岡 県 181,882 ３位 愛 知 県 431,915
・ ・ ・
・ ・ ・
11位 山 口 県 300 ６位 埼 玉 県 139,384 ８位 兵 庫 県 132,655
12位 千 葉 県 300 ７位 千 葉 県 129,515 ９位 千 葉 県 122,462
13位 埼 玉 県 296 ８位 茨 城 県 114,023 １０位 広 島 県 118,104

（万人） （億円） （万トン）
１位 東 京 都 3,436 １位 北 海 道 10,527 １位 北 海 道 1,308
２位 北 海 道 2,496 ２位 鹿児島県 4,079 ２位 長 崎 県 301
３位 大 阪 府 1,561 ３位 千 葉 県 4,014 ３位 宮 城 県 268
４位 千 葉 県 1,472 ４位 茨 城 県 3,988 ・
５位 静 岡 県 1,261 ５位 宮 崎 県 3,211 ６位 三 重 県 170

７位 千 葉 県 169

人　口 平均年齢 面　積

農業産出額 漁業生産量宿泊者数（延べ数）

１人当り県民所得 工業製造品出荷額 年間商品販売額

（平成17年度）
内閣府経済社会総合研究所
「県民経済計算年報｣

(平成18年)
農林水産省「農林水産統計」

(平成19年)
経済産業省「商業統計調査」

(平成18年)
経済産業省「工業統計」速報

(平成18年)
農林水産省「生産農業所得統計」

国土交通省「宿泊旅行統計調査」
平成19年1～12月の結果

総 務 省 統 計 局 ｢ 国 勢 調 査 ｣ ( 平 成 17 年 10 月 1 日 現 在 )

千葉県は、平均年齢が若く、また、農林水産業から商工業までバランスの取れた
産業県です。



千葉県の財政状況と県債について

２．歳入・歳出の状況

「前年度比」は、前年度当初予算との比較

4

（１）平成２０年度一般会計予算の状況　歳入

　行財政改革を進め歳出の削減を図る一方、県の活性化や将来の発展のために

必要な事業については重点的に実施することとし、そのバランスを重視した予算編

成を行いました。

　平成２０年度当初予算案の規模は、１兆４,４０６億６千万円で、前年度と比べて

０．３％の減となっています。

＜県税＞

　税源移譲の平年度化に伴い個人県民税が増加となりますが、最近の企業収益や消費

動向の伸び悩みの影響から法人関係税や地方消費税が減額となるため、全体としては

前年度と同程度になる見込みです。

＜地方交付税と臨時財政対策債＞

　新たに地方再生対策費が創設されたことなどにより国全体では約４,１００億円増額とな

りましたが、教育職員や警察職員の人件費等が依然として低く抑えられていることから、

本県は、前年度と比べて約６９億円の減額となる見込みです。

＜県債＞

　臨時財政対策債や退職手当債を増額したことにより、前年度と比べて約６１億円、

４．１％の増となっています。

自主的な財政運営の基盤となる県
税の割合が５０％を超えています。

前年度比

7,981 0.1%

うち法人関係税 2,178 ▲ 1.8%

うち個人県民税 2,758 5.5%

うち地方消費税 1,083 ▲ 7.6%

1,320 ▲ 11.8%

1,524 ▲ 2.4%

1,560 4.1%

うち臨時財政対策債 601 21.9%

うち退職手当債 250 25.0%

2,022 5.1%

14,407 ▲ 0.3%

その他

合　計

県　税

地方交付税

国庫支出金

県　債

歳　入　(億円)

10.8%

9.2%

10.6%

11.1%

2.2%

55.4%

総　額
1兆4,406億
6千万円

諸収入

分担金及び負担金

その他

県 税

国庫支出金

地方交付税

県 債

歳　　入

0.7%



「前年度比」は、前年度当初予算との比較

（２）平成２０年度一般会計予算の状況　歳出
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＜人件費＞

　退職手当が引き続き増加したものの、給与の独自削減や給与構造改革などの効果に

より、全体としては、約３６億円、０．６％の減となっています。

＜社会保障費＞

　後期高齢者医療制度の施行や障害者自立支援給付の伸びに伴う県負担の増などに

より、約９５億円、６．４％の増加となっています。

＜普通建設事業＞

　土地区画整理事業の特別会計への移行や、公共事業の削減を進めたことなどによ

り、前年度と比べて約１１７億円、８．１％の減となっています。

義務的経費の割合が約６４％を占めて
おり、特に人件費の割合が約４１％と
高くなっています。

前年度比

5,936 ▲ 0.6%

1,577 6.4%

1,717 0.5%

1,326 ▲ 8.1%

うち補助事業 833 ▲ 3.1%

うち単独事業 492 ▲ 15.5%

その他 3,851 0.1%

14,407 ▲ 0.3%

歳　出　(億円)

合　計

人件費

社会保障費

公債費

普通建設事業費

8.4%

12.0%

6.6%

3.5%

3.5%

7.5%

8.7%

9.5%

29.1%

11.2%

その他 総務費

民生費

衛生費・環境費

農林水産業費

商工費・労働費

土木費

警察費

教育費

公債費

歳　出（目的別）

総　額

1兆4,406億
6千万円

7.9%

5.9%

27.4%

5.8%
3.4%

2.3%

2.7%

12.7%

6.8%

11.9%

10.9%

2.2%

24.4%

11.5%

64.1%

警察職員

一般職員

義
務

的

費

経

補助
単独

総　額

1兆4,406億
6千万円

投資的
経

費

費

件

人

そ

の

他

歳　出（性質別）

公債費

建通普設

社会
 保障費

繰出金

その他

物件費

補助金・負担金
・交付金

その他

教育職員



千葉県の財政状況と県債について

○

○

（注）
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（３）一般会計決算収支の推移

　歳入総額が平成１３年度をピークとして減少する中、平成１４年度、１５
年度と２年連続して、実質収支が赤字となりました。

　徹底した歳出削減や給与の独自カット等の対策を講じたことや、景気回復
に伴う税収増により、平成１６年度以降は赤字決算を解消しています。

平成１８年度から、地方消費税の清算に係る特別会計を設置するとともに、借換債を特別会
計・県債管理事業に計上することとし、一般会計の実質的な規模を示すようにしました

92 95

47

12 13

34
19

34 30 32

▲33

▲82
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

100

120

140

歳
入
・
歳
出

実
質
収
支

億円 億円

※ 実質収支＝歳入歳出差引－翌年度へ繰り越すべき財源

徹底した行革努力や税収増により、平成
１６年度以降は赤字を解消しています

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

歳　入 15,585 15,742 16,133 17,239 17,044 17,209 17,682 16,977 16,649 17,199 17,302 14,327

歳　出 15,401 15,548 16,040 17,176 16,981 17,094 17,601 16,985 16,602 17,133 17,246 14,256

実質収支 92 95 47 12 13 34 19 ▲82 ▲33 34 30 32



○

○

※地方消費税清算関連収支を加味した実質。H18までは決算額、H19は最終予算、H20は当初予算額。
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（４）【歳入関係】県税収入の推移

　県税収入は、長引く景気の低迷により平成３年度をピークに減少傾向を示し
ていましたが、平成１６年度から、景気回復による好調な企業収益を反映し、
増加傾向に転じています。

　平成１９年度以降、三位一体改革による税源移譲の本格実施や、住民税の定
率減税の廃止の影響により、大幅な増となっています。

5,537

6,341

5,551

7,981

6,256

7,812

6,665

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

億円

その他の税

個人県民税

法人２税

地方消費税

県税収入の推移

「税目別全国順位」（平成１８年度）
　法人２税　　　７位
　個人県民税　　６位
その他の税目も全て上位に入っており、バランスのと
れた税収構造となっています

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

法人２税 2,392 2,360 2,385 1,967 1,719 1,594 1,501 1,874 1,610 1,384 1,288 1,472 1,501 1,214 1,290 1,452 1,924 2,083 2,089 2,178

個人県民税 1,231 1,344 1,525 1,628 1,595 1,378 1,488 1,443 1,520 1,324 1,339 1,291 1,283 1,270 1,218 1,231 1,329 1,465 2,619 2,758

その他の税 1,815 2,255 2,346 2,280 2,338 2,565 2,553 2,420 2,313 2,213 2,205 2,465 2,454 2,136 2,053 2,030 2,006 2,003 2,001 1,961

地方消費税 445 1,057 1,076 1,113 995 965 990 1,124 1,091 1,113 1,103 1,083

計 5,438 5,959 6,256 5,875 5,652 5,537 5,542 5,737 5,888 5,978 5,908 6,341 6,233 5,585 5,551 5,837 6,350 6,665 7,812 7,981



千葉県の財政状況と県債について

○
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（５）【歳出関係】人件費の推移

793 777 772 767 756 731 729

3,650 3,645 3,660 3,658 3,666 3,641 3,632

1,030 1,032 1,051 1,063 1,077 1,083 1,080

431 506 377 485 624 625 679

757人 804人 1,013人

1,409人

709人

1,564人

1,744人

2,000

4,000

6,000

8,000

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

億円

退職手当

定年退職者数

警察本部

教育委員会

知事部局

人

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59

知事部局

教育委員会

警察本部

人

年齢（歳）

（参考）　年齢別職員数の状況(H19.4.1現在)

　定年退職者は平成１８年度から平成２０年度の３年間で１０００人程度増加
する見込みであり、本県職員の年齢構成からみると、この傾向は平成２０年
代の半ばまで続く見込みです

（注）　H19までは最終予算額、H20は当初予算（計上留保分含む）、H21は職員増減なし
　　　とした場合の推計値

人件費の推移

退
職
手
当
を
除
く
人
件
費



○

（６）基金残高の推移

9

基金残高は、平成３年度をピークに減少していましたが、満期一括償還
方式の県債の償還に備えるための県債管理基金については、積立ルールを
定めて積立を行っています。

230

710

2,115

1,247

109

1,683

1,356

1,708

2,110
2,247

1,973

1,549

1,207

992
845

533

346

511

685

935 981 970 933

1,290

2,093

2,463

1,781

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

億円

財政調整基金 県債管理基金

その他の基金

市場公募債等の満期一括償還に備えて、当
初発行額の３.７％相当の額を毎年度「県
債管理基金」に積み立てています
　発行後３年据え置き、
　３.７％×２７年

年度間の財源調整を行うための「財政調
整基金」は、税収が落ち込んだ時期に財
源対策として用いた結果、平成１０年度
から残高ゼロとなっています

下線付きの数値は合計

基金残高の推移



千葉県の財政状況と県債について

10

（７）県債発行額の推移
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4,272億円

1,443
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普通建設事業費 建設地方債

0
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1,207
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建設地方債 退職手当債 臨時財政対策債、減税補てん債等

下線付きの数値は合計

Ｈ１３以降、地方交付税からの振
替による臨時財政対策債や退職
手当債の発行が増えています

Ｈ４～１０頃、景気対策
により、建設地方債の
発行が増えています

建設地方債を抑制

県債発行額（新発債）の推移
(建設地方債＋臨時財政対策債等＋退職手当債)

普通建設事業費と建設地方債発行額（新発債）の推移

　※18年度までは決算額、19年度は2月補正後、20年度は当初予算額



（８）県債残高の推移

11

18,64017,671 18,521

592

146

839

5,384

910

5,919
18,727

24,616 25,279

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

建設地方債 退職手当債 臨時財政対策債・減税補てん債

億円 県債残高の推移
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億円

実質的な県債残高の推移

満期一括償還分の積立基金の使途は、県債の
償還に限られることから、これを県債残高から控
除したものが、実質的な残高となります

臨時財政対策債・減税補てん
債を除く、建設地方債等の残高
については、減少傾向です

下線付きの数値は合計

下線付きの数値は合計

　※18年度までは決算額、19年度は2月補正後、20年度は当初予算額
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起債制限比率

（９）財政指標（普通会計）
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財政力指数

経常収支比率 経常収支比率の推移
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全国平均

　自治体の財政力の強弱を測る指

標であり、普通交付税にどれだけ

頼らずに財政運営をしているかを

示しています。

　大きいほど財政力があるとされ、

千葉県は、全国平均を大きく上回っ

ています。

　経常的に収入される一般財源に
対する、経常的に支出される経費
に充当された一般財源の割合で、
財政構造の弾力性を示す指標で
す。
　小さいほうが財政の弾力性があ
り、千葉県は、全国平均に比べて
高くなっています。

　標準財政規模に対する公債費
（借入金の償還や将来の償還に
備えた積立金に充てる一般財
源）の割合を指し、公債費によ
る財政負担の程度を示す指標で
す。

　低い方が財政の弾力性があ
り、千葉県は、全国平均に比べ
低い水準で推移しています。

※標準財政規模：通常収入されると見
込まれる一般財源の規模。県税、地方
譲与税、普通交付税の合計額



県民一人当たり県債残高の推移

その他の財政状況の特長
(平成１８年度普通会計決算での比較）

○県税収入に対する起債残高の割合が、全国で４番目に低い。

　起債残高は県税の３．５倍（全国平均は４．３倍）

○歳出規模に対する起債残高の割合が、全国で１３番目に低い

　全国平均１６６％に対して千葉県は１６３％

○標準財政規模に対する起債残高の割合が、全国で８番目に低い

　全国平均３０４％に対して千葉県は２６６％
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実質公債費比率

県民一人当たり県債残高の推移
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千葉県

全国平均　普通会計決算における平成１８年
度の一人当たりの県債残高は、本
県は３８万１千円であり、全国平均
に比べ低い水準で推移していま
す。

　平成１８年度に新たに導入された指標で、公債費等による財政負担の程度を示す
指標です。
　従前の起債制限比率では算入されていない公営企業に対する繰出金などを考慮
し、実質的な公債費が標準財政規模に占める割合を表すものです。
　この数値が１８％を超えると地方債の発行に総務大臣の許可が必要となり、２５％
を超えると、一部の起債が許可されません。
　１６～１８年度の平均値は、本県は１３．７％（１５～１７年度の平均値は１３．９％）
で、全国平均１４．４％と比べて０．７ポイント低くなっています。
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（１０）都道府県財政比較分析表(平成18年度普通会計決算）

※この分析表は、団体間で財政情報を比較できるよう、総務省が定めた統一フォーマットです

分析欄
【財政力指数】
　景気回復に伴い法人関係税を中心に県税収入が伸びた
ことなどにより、前年度と比較すると、０．０５ポイント上昇し
ている。

【経常収支比率】
　定年退職者の増に伴う退職手当の増額により人件費が
増となったことや、社会保障関係経費が増となった一方で、
経常一般財源収入である地方交付税が、県税の増収を大
幅に上回って減額となったことにより、９７．４％と、前年度
より２．４％上昇しており、また、類似団体平均の９４．３％
を上回る水準となっている。今後も「行財政システム改革行
動計画」（Ｈ１７～Ｈ２０）に基づき、一層の行財政改革を推
進していく。

【人口１人当たり地方債現在高】
　過去からの投資的経費の抑制により、類似団体平均を下
回っている。県税・地方交付税の身替りである減税補てん
債や臨時財政対策債を除いた建設地方債等の平成１８年
度末残高は、前年度末と比べ減となっており、２年連続で
減少している。

【実質公債費比率】
　１３．７％であり、類似団体平均を若干下回る水準となっ
ている。今後も、公債費の適正な管理に努めていく。

　
【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　職員給与の独自カット、定員適正化、内部管理経費の削
減等により、類似団体平均の１０９，２０６円を下回る１００，
５６６円となっている。今後も、行財政システム改革行動計
画に基づき行政コストの削減に取り組んでいく。

【ラスパイレス指数】
　昇給時期、職員構成などが国と異なっており、平均昇給
率の相違等から、指数が前年度に比べ０．４ポイント上昇し
たが、平成１５年度から実施している職員給与のカット（１．
５％～３％）により、指数は類似団体平均よりも低く、都道
府県平均と同じ９９．６となっている。引き続き、給与構造改
革を進め、年功的な給与制度等の見直しに努める。

【人口１００，０００人当たり職員数】
　平成１８年２月に策定した「定員適正化計画」（Ｈ１８～Ｈ２
２）に基づき、事務事業の見直しや組織の合理化などを進
めた結果、類似団体平均よりも２０．９人下回る水準となっ
ている。今後も「定員適正化計画」の達成に向けて、これま
でにも増して、抜本的な事務事業の再構築や組織の見直し
を進め、簡素で効率的な行政運営に努めていく。

都道府県財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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※グループとは、道府県を財政力指数の高低によって4つに分類したものである。
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１ 普通会計の状況 （億円、％）

歳入 歳出
形式
収支

実質
収支

地方債
現在高

他会計から
の繰入金

一般会計 14,327 14,256 71 32 24,120 836

(特)県債管理事業 2,031 2,031 0 0 0 774

(特)自動車税証紙 261 258 3 3 0 0

(特)地方消費税清算 3,062 3,062 0 0 0 0

(特)市町村振興資金 26 14 12 12 0 0

(特)母子寡婦福祉資金 6 4 1 1 19 0

(特)心身障害者扶養年金事業 7 7 0 0 0 1

(特)日本コンベンションセンター国際展示場事業 49 49 0 0 206 12

(特)小規模企業者等設備導入資金 67 35 32 32 44 0

(特)中小企業振興融資資金 1,653 1,653 0 0 0 826

(特)農業改良資金 11 3 8 8 2 0

(特)営林事業 4 4 0 0 30 3

(特)林業・木材産業改善資金 0 0 0 0 0 0

(特)沿岸漁業改善資金 4 1 3 3 0 0

(特)公共用地取得事業 38 38 0 0 133 0

(特)奨学資金 3 2 1 1 0 0

普通会計 14,318 14,193 125 43 23,103 0

※会計間の繰出･繰入を考慮しているため、普通会計と上記会計の単純計は一致しません。

２ 公営企業会計の状況 （億円、％）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

<法適用以外

>形式収支

純損益
（実質収
支）

企業債(地方

債)現在高

他会計から
の繰入金

<法適用>

経常収支比

率

<法適用>
不良債務

<法適用>
累積欠損
金

備考

(特)公営競技事業 84 82 3 3 0 0 - - -

(特)港湾整備事業 19 19 0 0 63 5 - - -

(特)流域下水道事業 310 293 18 11 719 48 - - -

(特)土地区画整理事業 179 172 8 0 209 0 - - -

(特)上水道事業 736 631 - 104 2,374 3 115.5 0 0 法適用

(特)土地造成整備事業 1,818 1,403 - 415 891 0 127.8 0 0 法適用

(特)工業用水道事業 133 118 - 15 488 0 109.7 0 0 法適用

(特)病院事業 348 368 - ▲ 19 291 99 94.8 0 245 法適用

※「備考」欄の「法適用」とは、地方公営企業法を適用している公営企業。
※不良債務及び累積欠損金は、正数で表示しています。

３ 関係する一部事務組合の状況 （億円、％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

<法適用以外

>形式収支

実質収支
（純損益）

地方債(企
業債)現在
高

当該団体
の負担金
割合

<法適用>

経常収支比

率

<法適用>
不良債務

<法適用>
累積欠損
金

千葉県競馬組合 374 376 ▲ 3 ▲ 3 0 - - -

君津広域水道企業団 65 64 - 1 274 101.3 - -

北千葉広域水道企業団 131 109 - 22 632 119.7 - -

総務省HP「平成18年度財政状況等一覧表」　http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/zaisei_ichiran_h18.html
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（１1）普通会計・特別会計等の平成１８年度決算の状況

備　考

基金から2億円繰入

減債基金から170億円繰入
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（１２）平成１８年度のバランスシート
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国庫支出金
11.1%

流動
負債
1.6%

一般財源等
5.2%

流動資産
0.5%

投資等
3.6%

固定負債
32.1%

有形固定資
産
45.9%

退職給与引当金の増により、
負債が増加しました。

○普通会計バランスシート (単位：億円）

Ｈ18年度
末

Ｈ17年度
末

差 引 増減率

有形固定資産 40,487 41,170 ▲ 683 ▲ 1.7%

投資等 3,163 3,398 ▲ 235 ▲ 6.9%

流動資産 426 437 ▲ 11 ▲ 2.5%

計 44,076 45,005 ▲ 929 ▲ 2.1%

固定負債 28,265 27,389 876 3.2%

流動負債 1,425 1,271 154 12.1%

計 29,690 28,660 1,030 3.6%

国庫支出金 9,824 9,927 ▲ 104 ▲ 1.0%

一般財源等 4,563 6,417 ▲ 1,854 ▲ 28.9%

計 14,386 16,345 ▲ 1,958 ▲ 12.0%

44,076 45,005 ▲ 928 ▲ 2.1%

33% 36%

負債

正味
資産

負債・正味資産合計

区　　分

資産

正味資産構成比率

○連結バランスシート(並記式、平成１９年３月３１日現在） (単位：億円）

有形固定資産 40,487 15,398 5,652 61,536 669 175 164 62,544

投資等 3,163 1,821 64 4,275 207 985 546 5,287

流動資産 426 1,697 29 2,152 63 566 184 2,950

繰延勘定 0 10 0 10 0 0 0 10

計 44,076 18,925 5,745 67,973 939 1,727 894 70,791

固定負債 28,265 6,109 960 34,819 30 1,462 408 36,323

流動負債 1,425 5,027 87 6,539 13 57 81 6,675

計 29,690 11,136 1,048 41,358 42 1,519 489 42,998

14,386 7,789 4,697 26,615 896 208 405 27,793

44,076 18,925 5,745 67,973 939 1,727 894 70,791

※純計は、会計間の重複額を控除したもの

資産

負債

資産・負債差額

負債及び資産・負債
差額の合計

純計普通
会計

公営
企業

その他
の会計

純計

一部事
務組合

地方三
公社

第三セク
ター

千　葉　県

区　分

［県民一人当たりバランスシート］

千葉県 全国平均 千葉県 全国平均

H17年度 74万6千円 176万9千円 47万5千円 84万5千円

H18年度 72万8千円 - 49万円 -

負　債資　産

※全国平均は、総務省方式でバランスシートを作成している団体の単純平均

投資的経費を抑制する一方
で、減価償却が進んだため、
資産が減少しました。



（１３）平成１８年度の行政コスト計算書
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　行政コスト計算書は、現金主義による決算に加えて、減価償却費や退職手当引当金繰入額
など、発生主義に基づく非現金コストを含めたものです。

○普通会計行政コスト計算書

行政コスト (単位：億円）

区　　分 Ｈ18年度 構成比 Ｈ17年度 差 引 増減率

人にかかるコスト (人件費など） 7,070 51.7% 6,253 817 13.1%

物にかかるコスト (維持補修費、減価償却費など） 2,235 16.3% 2,283 ▲ 48 ▲ 2.1%

移転支出的なコスト (補助金など) 3,755 27.4% 3,722 33 0.9%

その他のコスト 620 4.5% 490 130 26.5%

合　計 13,680 100.0% 12,748 932 7.3%

収入項目 (単位：億円）

区　　分 Ｈ18年度 構成比 Ｈ17年度 差 引 増減率

使用料・手数料等 728 5.3% 737 ▲ 9 ▲ 1.2%

国庫支出金 1,255 9.2% 1,525 ▲ 270 ▲ 17.7%

一般財源等 9,463 69.2% 9,286 177 1.9%

(各年度４月１日から３月３１日まで）

＜人にかかるコスト＞
退職給与引当金の繰入の
増により増加しています。

＜物にかかるコスト＞
内部管理経費の節減など
の行財政改革の取り組みに
より減少しています。

＜移転支出的なコスト＞
三位一体改革による国保県
財政調整交付金の増等に
より増加しています。

その他の
コスト
4.5%

物にかか
るコスト
16.3%

人にかか
るコスト
51.7%

移転支出
的なコスト
27.4%



 千葉県の財政状況と県債について 

 

 

 

 ３．財政見通しと行財政改革の取り組み 
 

 （１）千葉県行財政システム改革行動計画 
 

  本県では、平成１７年１０月、平成１７年度～平成２０年度を計画期間とする  

「千葉県行財政システム改革行動計画」を策定し、行財政改革に取り組んでいます。 

 同計画は、３本の柱で成り立っています。 
 

第１の柱「新しい行政システムの構築」 

地方分権改革、市町村合併が進展する中で、県の施策と事業の緊急性や重要性を 

検証し、住民に身近な事務の市町村への権限移譲、民間能力の活用（ＰＦＩの導入、 

アウトソーシング等）、ＮＰＯとの協働などを推進することにより、住民サービスを

低下させることなく県の役割を抜本的に見直していきます。 
 

第２の柱「県 庁 経 営 改 革」 

 簡素で効率的な組織体制、公営企業改革（廃止・終結・再構築）、公社等外郭団体

の見直し（廃止・統合等）、定員管理の適正化、電子化等による事務の効率化・    

簡素化、入札・契約制度の改善及び公共工事コスト縮減、未利用県有地の売却などの

県有施設の有効活用などを推進していきます。 
 

第３の柱「財 政 改 革」 

（１）県税収入の確保（県税滞納額の縮減・超過課税の導入） 

（２）受益者負担の適正化（使用料・手数料の見直し） 

（３）県有地の売却等（県有地の売却促進・未利用地の有効利用） 

（４）内部管理的経費の抑制（給与等の見直しなど） 

（５）投資的経費の抑制（入札制度改革・公共工事コスト縮減など） 

（６）一般行政経費の抑制（公の施設への指定管理者制度の導入など） 

 

 計画に基づく取組みについては、毎年度、点検や見直しを行います。 

 また、財政見通しについては地方財政制度や経済情勢等の変化に対応し、毎年度 

見直し（ローリング）を行い、計画の進行管理をしていきます。 

 ※毎年度、当初予算編成時にローリングを実施しています。 
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第２ステージ ［平成17～20年度］ 

行財政改革のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第１ステージ 取組成果 

［平成14～16年度］ 

・職員数の削減 1,261 人削減（目標達成率130.5％） 
・財政効果 約 1,605 億円の削減 
・内部事務集約化、公社改革、血清研究所廃止など 

環 境 の 変 化 
 

 

更 

な 

る 

取 

組 

み 

県 庁 経 営 改 革 
 
●公営企業改革 
●公社等外郭団体の見直し 
●定員管理の適正化 
●入札、契約制度の改善 
●公共工事コスト縮減 など 

新しい行政システムの構築 
 
●分権型社会に対応した新たな県の 
役割の確立 
 ・市町村への権限移譲など 
●民間能力の活用 
 ・民間へのアウトソーシングなど 

財 政 改 革 
 
●安定した歳入の確保 
 ・県税収入の確保 ・受益者負担の適正化 ・県有地の売却等 
●選択と集中による事業の実施 
 ・内部管理的経費の抑制 ・投資的経費の抑制 ・その他一般行政経費の抑制 
●行政改革推進債及び退職手当債の発行 
●国への地方税財政制度の改正要望 
●公債費負担の抑制 

改革 第２の柱 

改革 第３の柱 

改革 第１の柱 

分権型社会の進展 

大量退職時代の到来 

厳しい財政状況 
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千葉県の財政状況と県債について

（２）今後の財政見通しと、歳入確保・歳出抑制の取組み

20

（１）今後の財政見通し（平成２０年度当初予算編成段階） (単位:億円）

H20
(当初予算）

H21 H22 H23 H24

7,981 8,122 8,431 8,607 8,764

1,921 1,896 1,662 1,547 1,447

509 509 509 509 509

3,376 3,361 3,339 3,344 3,350

13,787 13,888 13,941 14,007 14,070

10,425 10,549 10,596 10,690 10,778

6,081 6,120 6,115 6,025 6,020

625 679 705 703 789

1,577 1,648 1,722 1,800 1,881

1,717 1,738 1,723 1,764 1,763

1,326 1,326 1,326 1,326 1,326

2,801 2,828 2,884 2,885 2,885

14,552 14,703 14,806 14,901 14,989

▲ 765 ▲ 815 ▲ 865 ▲ 894 ▲ 919

（２）歳入確保・歳出抑制の取組
H20

(当初予算）
H21 H22 H23 H24

県税収入の確保
収入歩合の向上、超過課税

100 99 99 101 104

使用料、手数料等の見直し 2 3 6 9 12

未利用県有地の売却 20 20 20 20 20

122 122 125 130 136

人件費の抑制
 職員数の削減、給与の見直し

▲32 ▲14 ▲27 ▲27 ▲27

物件費の抑制 ▲12 ▲7 ▲12 ▲16 ▲21

事業の精査による抑制 ▲20 ▲22 ▲39 ▲55 ▲70

うち補助事業 ▲8 ▲6 ▲11 ▲15 ▲19

うち単独事業 ▲12 ▲16 ▲28 ▲40 ▲51

一般行政経費
の抑制

事業の精査による抑制 ▲3 ▲27 ▲45 ▲62 ▲79

▲67 ▲70 ▲123 ▲160 ▲197

（３）特例的な地方債の発行等
450 450 450 450 450

170

（４）財源不足額
▲ 145 ▲ 173 ▲ 167 ▲ 154 ▲ 136

計　⑤

差し引き　③＝①－②

歳
　
入

歳
　
出

県税等（地方法人特別譲与税を含む)

県債(臨時財政対策債を除く)

うち退職手当

うち社会保障費

※平成20年度の歳入確保・歳出抑制額（④⑤）は予算に反映済みのため、計算に含めていません。

行政改革推進債・退職手当債の発行　⑥

土地造成整備事業会計からの借入　⑦

財源不足額　(③＋④－⑤＋⑥＋⑦)

その他

計　①

※平成22年度以降の「使用料、手数料等の見直し」「歳出の抑制」の数値は、前年度までの取組を含めた額。

計　④

計　②

その他

義務的経費

うち人件費

投資的経費
の抑制

内部管理的
経費の抑制

歳
出
の
抑
制

自主財源
の確保

歳
入
の
確
保

地方交付税等(臨時財政対策債を含む)

うち公債費

普通建設事業費

　千葉県は、これまで、給与の独自削減、公社等の統廃合など、さまざまな行財政改革を行
い、財政の健全化を進めてきましたが、三位一体改革以降、大幅な地方交付税の削減が続
き、行財政改革努力の効果が打ち消されてしまっています。一方で、義務的経費は引き続き
増加しており、今後も財源不足が生じると見込んでいます。

財源不足の解消に向け、
　○国に対しては、地方の行政需要を的確に把握したうえで、地方交付税
　　総額の復元を早急に行うよう強く求めていきます。
　○県としても、引き続き強力に行財政改革を推進します。
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（３）公社等外郭団体の改革状況

　公社等外郭団体については、平成１４年度に定めた「公社改革の基本的考
え方」に基づき、廃止・統合等の改革を進めています
　これまでに、団体数で▲１４団体（▲２５％）、役職員数で▲１,４０３
人（▲３９％）、財政支出で▲３１４億円（▲４６％）の成果を挙げていま
す

2,149

3,487

87

152
3,639

2,236

42

56

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

職員数 役員数 法人数

410
307

209

113

83

54

153 417

99

676

807

362

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19

委託料 補助金・交付金･負担金 貸付金　　

役職員数
▲１,４０３人
▲３９％

団体数
▲１４団体
▲２５％

団体数、役職員数

県の財政支出の状況

下線付きの数値は役職員計

下線付きの数値は合計

▲３１４億円
▲４６％

人 団体数

億円



千葉県の財政状況と県債について

（４）第三セクター等の経営状況及び県の財政的支援の状況

［ 平成１８年度 ］ （単位:億円）

出資金 補助金 貸付金 債務保証額 損失補償額

 1 (財)成田空港周辺地域共生財団 38 2 0
 2 京葉臨海鉄道(株) ▲ 1 41 6
 3 東葉高速鉄道(株) ▲ 10 ▲ 517 86 1 65
 4 いすみ鉄道(株) ▲ 1 2 1
 5 首都圏新都市鉄道(株) ▲ 47 1,645 131 649
 6 成田高速鉄道アクセス(株) ▲ 2 103 26 17
 7 (財)千葉県史料研究財団 0 3 3 0
 8 (財)千葉県私立学校教職員退職金財団 5 35 9 5
 9 (社)千葉県私学教育振興会 0 15 6 0
 10 (財)千葉県消防協会 ▲ 0 2 1 0
 11 (財)千葉県国民年金福祉協会 0 0 0
 12 (財)千葉ヘルス財団 ▲ 0 6 3 0
 13 (財)千葉県老人クラブ連合会 0 1 0 0
 14 (財)千葉県生活衛生営業指導センター ▲ 0 1 0 0
 15 (財)千葉県動物保護管理協会 ▲ 0 3 1
 16 (財)千葉県環境財団 0 4 0 0
 17 (財)印旛沼環境基金 0 6 3
 18 (財)千葉県青少年協会 0 0 0 1
 19 (財)千葉県文化振興財団 ▲ 0 6 3 0
 20 (財)ニューフィルハーモニーオーケストラ千葉 0 0 0 1
 21 (財)千葉県産業振興センター 14 5 9 43
 22 (株)幕張メッセ 3 54 10
 23 (財)かずさディー・エヌ・エー研究所 ▲ 0 49 38 17
 24 (株)かずさアカデミアパーク ▲ 0 ▲ 30 35 8 10
 25 (財)ちば国際コンベンションビューロー 0 23 13 1 0
 26 (財)千葉県観光公社 0 4 0 3
 27 (財)千葉県勝浦海中公園センター 0 6 0
 28 (株)千葉データセンター 0 1 0
 29 (社)千葉県青果物価格補償協会 ▲ 0 0 0 4
 30 千葉園芸プラスチック加工(株) 0 1 0
 31 (社)千葉県緑化推進委員会 0 2 1 0
 32 (財)千葉県漁業振興基金 10 187 74
 33 (財)千葉県水産振興公社 1 5 2 1 2 1
 34 (財)千葉県まちづくり公社 2 72 0 10 62
 35 千葉県土地開発公社 ▲ 15 101 0 0 19 162
 36 (財)千葉県建設技術センター 0 8 2
 37 千葉県道路公社 0 166 156 0 0 278
 38 (財)千葉県下水道公社 ▲ 3 4 2
 39 千葉県住宅供給公社 5 ▲ 58 0 8 328
 40 京葉都市サービス(株) 1 4 4
 41 (財)千葉県教育振興財団 13 16 0 2
 42 (財)千葉県体育協会 0 0 0 0
 43 (財)千葉県暴力団追放県民会議 0 7 4 0

626 69 1,127 440 73

22

計

※上記は、県の出資比率が２５％以上、または、県が財政的支援をしている団体。
※損益計算書を作成していない民法法人については、「経常損益」の欄には「当期正味財産増減額」を記入
している。

県の財政的支援の状況
経常損益

資本又は
正味財産
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（５）地方三公社の経営状況

(単位:億円)

H17 H18 H17 H18 H17 H18

10 10 15,561 15,561 10 10

100% 100% 88% 88% 100% 100%

496.7 357.0 920.9 898.1 473.8 471.8

流動資産 478.7 336.9 36.1 15.8 231.0 213.4

固定資産 18.0 20.1 884.8 882.3 242.7 258.4

301.2 256.2 755.7 732.4 537.4 530.1

流動負債 26.1 28.1 25.8 6.7 13.5 22.0

固定負債 275.2 228.1 312.5 281.8 523.9 508.1

その他 0.0 0.0 417.5 443.9 0.0 0.0

195.5 100.8 165.2 165.7 ▲63.6 ▲58.3

資本金 0.1 0.1 177.0 177.0 0.1 0.1

剰余金等 195.4 100.7 ▲11.9 ▲11.4 ▲63.7 ▲58.4

496.7 357.0 920.9 898.1 473.8 471.8

60.0 84.7 88.8 63.7 106.0 91.9

59.8 97.3 83.5 55.1 83.6 82.9

3.0 2.3 5.9 5.5 1.7 2.0

▲2.9 ▲14.9 ▲0.7 3.1 20.7 7.0

0.1 0.2 2.7 0.1 0.8 1.3

0.4 0.5 1.6 2.7 3.9 3.3

▲3.1 ▲15.1 0.4 0.5 17.7 5.0

53.6 0.1 0.0 0.0 358.7 0.6

25.8 79.7 0.0 0.0 44.4 0.2

24.7 ▲94.7 0.4 0.5 332.0 5.3

一般管理費

営業利益

特別損失

当期利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

貸
借
対
照
表

千葉県道路公社 千葉県住宅供給公社千葉県土地開発公社

損
益
計
算
書

千葉県出資金(百万円）

千葉県出資割合

負債・資本計

負
債

資
本

資
産

営業収益

営業費用

当期純損失94.7億円
は、時価評価を行い土
地の評価損を計上した
こと等によります。

・分譲事業 4.31億円、
・賃貸管理事業 2.31億円、
・その他の事業 1.68億円
の利益をそれぞれ計上して
います。



千葉県の財政状況と県債について

４．千葉県債について

（１）資金別県債発行実績の推移（一般会計）

（２）資金別県債残高の推移（一般会計）
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下線付きの数値は合計

※借換債を含む

民間資金の割合が９０%

を超えています
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7,503

3,673

4,723

771

518

15,128

24,120

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

市場公募債 銀行等引受債 政府資金 その他（公庫等）

下線付きの数値は合計

億円

民間資金の割合が約８０％



（３）会計別県債残高の推移

（４）平成２０年度市場公募債発行計画
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24,120

5,776

434

615

4,895

4,146

10,537

29,449

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

一般会計 普通会計内特別会計 企業会計

単位：億円

年 限
発 行
額 計 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

20年 400

10年 1,500 200 200 200 200 200 200 300

5年 400 200 200

10年 350 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 50

230 230 30 430 30 230 230 30 230 30 300 250

区　　分

千
葉
県
債

全国型
市場公募債

※上記の発行計画は変更する場合があります。

※「共同発行市場公募地方債」は、３０の地方公共団体が共同で発行する市場公募債です。

   上記の表では、千葉県の調達額のみ掲載しています。

共同発行市場公募債

計

200 200

2,650

下線付きの数値は合計

○資金の安定調達のため、年限の多様化を進めています

　・平成15年度から、全国型市場公募債（5年債）を発行

　・平成17年度から、超長期債(20年債）を発行

○10年債については、今年度、発行の平準化を図りました

　　→　原則、200億円/回を、四半期ごとに2回ずつ計7回

　　　　　(平成19年度は、250億円/回を計4回）



千葉県の財政状況と県債について

※定時償還分
財政融資資金、公庫資金、旧簡保資金、旧郵貯資金等

※満期一括償還分
平成４年９月以降に発行した市場公募地方債
平成１１年１０月以降に証券方式で発行した銀行等引受債

○

○

○　千葉県債は、地方税及び地方交付税を担保とした債務であり、ＢＩＳリス
クウエイトは国債・政府保証債と同じ０％とされています。

26

（５）県債の償還

千葉県では､県債の償還を総合的に管理するため、特別会計「県債管理事業
会計」および「県債管理基金」を設置しています。

　千葉県は、平成１０年度に繰上償還条項を削除しており、繰上償還は行い
ません。

　満期一括償還方式の県債は、「県債管理基金取崩額」＋「借換債」で償還
します。（基金取崩額：10年目 25.9%、20年目 37%、30年目 37.1%）

千　葉　県

（一般会計)
（特別会計）

金融機関
機関投資家
個人投資家
財務省
その他

特別会計
「県債管理事業」

将来の償還に備え
た

「県債管理基金」
(一般財源で積立)

運　用

償還のための
積立金額を繰
り出し(一般財
源)

満期一括償還

定時償還

積み立て

借換債

当初発行額の３.７％相当
額を、毎年度積み立て
ています。（発行後３年
据え置き、３.７％×２７年
間）

取り崩し
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お問い合わせ先

千葉県総務部財政課予算第二室
電　話：０４３（２２３）２０７４
Ｆａｘ：０４３（２２４）３８８４

所在地：〒260-8667　千葉県千葉市中央区市場町１番１号

千葉県ホームページ： http://www.pref.chiba.lg.jp/sc/kensai

千葉県のカタチをしたチーバくんは、ゆめ半島千葉国体、
ゆめ半島千葉大会のマスコットキャラクターです


